
ケニア脱植民地過程におけるヨーロッパ人

大農場部門の解体
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m 大農場解体と存続の担い手
結語にかえて

はじめに

ケニアでは1963年の独立以来，他のアフリカ諸

国の農業生産の停滞と比較して，国内食料自給と

輸出用換金作物生産の両面で，かなり順調な成長

を示している。その農業生産の担い手に日を向け

ると， 1988年現在でも農畜産物の市場出荷額にお

いて，大農場部門52.9~1；，小農部門47. 1(:1；と，大

農場出荷分が半ばを占めている借り。また， 1970

年代央におけるケニアの土地利用分類によれば，

陸地面積5690万誌のうち，農牧業（遊牧を除く）用

地は，大農場，小農と，統計で捕捉される小農の

経営規模上限（ 8~）を上回る規模の「中間J 農

（“intermediate farm，，あるいは“gapfarm，，と称され

る〕が利用している，合計720万誌にすぎない。

このうち，大農場が3分の l以上の 270万況を占

めている（注2）。

このように，現在のケニア農業を考えるうえで，

市場向け生産額ならびに経営面積からみて，大農

場部門の存在を無視し得ないといえよう。にもか

かわらず，ケニア農業研究において大農場部門は

これまで主要な対象とはされてこなかった。その
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原因は，農業研究の中心課題が，独立後ケニア農

政の基本とされた小農育成の成否の検証に置かれ

ていたためである。植民地末期にアフリカ人居留

区（reserve〕での農業振興政策が打ち出されて以

来，同地域を中核とする小農農業での農業生産増

大と農村階層分化が主要な研究対象となってき

た。大農場は，そのような地域での土地集積の結

果として出現した大規模経営ではなく，まったく

出自を異にする。大農場の起源は，イギリス植民

地下で20世紀初頭より徐々に整備されていったヨ

ーロッパ人専有指定地域（ScheduledAreas〕，なか

でも国土の南西部に広がる高原地帯いわゆるホワ

イト・ハイランズ（WhiteHighlands）で展開され

たヨーロッパ人大農場であり（第1図），統計上は

現在でもこの地域以外には大農場は存在しないこ

とになっている〈注3〕。小農部門に焦点を定めた研

究課題設定では，この大農場部門が視野から落ち

てしまうことになる。

しかし，研究者が大農場部門を，ゆえなく等閑

視してきたわけではない。大農場部門の市場出荷

額や用途別利用地面積等はむしろ小農部門よりも

資料が揃つてはいるが，研究をより深化させよう

として，農家経営収支や所有の問題に焦点をあて

ることは，ほぼ不可能に近いのである。なぜな

ら，このような研究は残存する大農場の所有者は

誰かという問題に関わり，容易に推定し得るよう

に大農場所有者はこの種の研究を望まないためで
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第1図 ホワイト・ハイランズとその他の
非アフリカ人農業地域の位置
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〔出所〉 Furedi, Frank, The :Mau Mau War in 

Perspective，ロンドン／ナイロピ／アテネ， James
Currey /Heinemann Kenya/Ohio University 
Press, 1989年， Map1。

ある。近年，大農場の解体が国際機関や外国人研

究者によって議論されつつあるが，ケニア政府の

大農場解体に対するおよび腰の対応は司この事情

を反映しているのではないか他的。

かかる研究上の制約にもかかわらず，ケニア農

業に占める大農場の重要性を看過するわけにはい

かないと判断し，本稿では，第2次大戦後の植民

地末期から1960年代末までの独立初期という脱植

民地過程における大農場の解体，むしろ温存の実

態を，大農場研究の手始めとして分析対象に取り

上げた。もちろん，多面的な態様の全体像、を描き

出すことは，紙幅の制約と執筆者の能力から不可

ケニア脱構民地過程における冨ーロ :l'.，（人大農場部門の解体

能であり，近年とみに発表されるようになったケ

ニア植民地末期の独立闘争に関する研究成果を踏

まえつつ，既存の研究が政治的側面に重点を置い

てきたことに鑑み，本稿は経済的側面を中心に分

析する。以下では，まず第I節で対象時期におけ

る主要な農政の変遷を概略し，ついで第H節でこ

の間の大農場部門の生産動向を分析して，第E節

において大農場の解体を望んだ勢力と温存を図っ

た勢力の検討を通じて大農場存続の意義を検討し

たい。

（注1) Kenya, Central Bureau of Statistics, 

Economic Survey 1989，ナイロピ， 1989年， Table

8.50 

（注2) Hazlewood, Arthur, The Ee叩 omyザ

Kenya: The Kenyatta Era，ニューョ－ !7, 0玄ford

University Press, 1979年， Table4. 3, 4. 40 

〈注3) たとえば， 1988年版の統計年鑑によれば，

現在統計上捕捉されている大農場（largefarms）と

は，植民地期のヨーロツバ人専有指定地域（Scheduled

Areas）に存在する大農場全体から，本文で後述する

独立夜前から開始されたアフリカ人人権計画用に存分

割された農場を除外した，残余の大食場を指している

(Kenya, Central Bureau of Statistics, Statistical 

Abstract 1988，ナイロピ， 1989年， 91ページ〉。本稿

でひとまず対禽とする大食場は，統計上捕捉されてい

る大農場である。

（注4) たとえば， Tidrick, Gene，“Issues in 

Kenyan Agricultural Development，＇’ World Bank, 

Kenya: Growth and Structural Change，会2冊，

ワシソト＂.／ D. C., 1983年，第日券， 311～397ページ

/Hunt, Diana, The Im戸ndingCrisis in Kenya: 

The Case for Land Rゲorm,アノレダーショット，

Gower, 1984年， Ch.7“The Case for Land Re-

form”。 それに対して，ケニアの最新の5カ年計商番

(1989～93年）では，「土地問題を再検討し，各農業生態

ゾーソごとに現在と将来の最適な土地利用バターンに

ついて諮問する土地利用委員会を計画期間内に創設す

る予定である」との対応にとどまっている（Republic

of Kenya, Development Plan 1989-1993，ナイロ

ピ， 1989年， 130ページ〉。
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I 主要農業政策の変遷

一一1945～69年一一

権民地末期から1960年代末までの時期は，主要

な農業政策の転換を商期として， 3期に区分しう

る。第l期は1945年から50年代央までのヨーロツ

パ人農業を重視した時期であり，繋2期は50年代

央から60年までの小農農業育成へ傾斜した時期，

第3期は61年に開始されるヨーロッパ人大農場の

解体期かっ大農場の温存期である。

まず，第1期のヨーロッパ人農業重視期は，そ

の端緒を第2次大戦期にもつ。植民地政府は1942

年に「作物増産条令」（Increased Production of 

Crops Ordinance〕を発布した。この条令により，

指定作物（scheduledcrops。小麦，メイズ，大麦，オ

ート表，その他〕を栽培するヨーロッパ人大農場

は，作物別にエーカー当りの最低所得保障（guar-

anteed minimum return〕の80~；までを毎年前払い

で受け取ったのである（注1）。これらの措置は，戦

時の農産物調達を必要としたイギリス政府の意図

をうけたものであり，輸出農産物についてはイギ

リス政府が一括して購入する制度（bulkpurchase) 

が採用され，この制度は戦後もしばらく維持され

た惟2）。そして，食料をはじめとする農業生産で

植民地政府ならびにイギリス政府に協力したケニ

アのヨーロッパ人入植者は，その政治的発言力を

強めていった。たとえば，戦後に準内閣制度を採用

したケニア植民地政府には，入植者代表であるキ

ヤベンヂィシュ・ペンテインク（F.W. Cavendish-

B回 tinck〕が農業大医として入閣し， ヨーロッパ

入入植農家の生産，所得向上のために，大戦中に

設定された農業生産・価格・流通制度の統合，拡

大を戦後期に図ったのである他3）。
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同時期に，ヨ｝ロッパ人入植者の増大も図られ

ている。 1946年に提出された戦後開発委員会報告

では，ケニア開発のためにより大量のヨ｝ロッパ

人入植が必要であると答申され，それを受けてヨ

ーロツパ人農業を主軸とした戦後農業振興をめざ

した植民地政府は， 本国政府より供与された 160

万やを原資として，新たなヨーロッパ人入植を図

った。 1946年に設立されたヨ｝ロッパ人農業入植

局〔EuropeanAgricultural Settlement Board〕は，

38万6000t＝を管轄し，そのうち19万4000誌に退役

軍人のための2種類の入植計画を実施して， 493

人の入植をみた。その結果， 1942年のハイランド

内のヨ｝ロッパ人大農場用割譲地は633万5274tこ，

2500；議場， ヨーロツパ人農業就業者3000人であ

ったが， 52年には737万2880t二， 3000農場，ヨー

ロッパ人農業就業者4000人（男性3500人，女性500人〕

にまで増大している他的。

このヨーロッパ人入植者重視の農業政策に転換

を追ったのが，武力闘争を伴う反植民地運動，い

わゆる「マウマウ（MauMau）蜂起」である。そ

の対応としてケニア植民地政府は， 1953年にイギ

リス本国政府よりアフリカ人農業改善の名目で

500万やを供与され， 54年にケニア農業局次長ス

ウィナートン（Swynnerton〕が利用計画案を取り

まとめた。これが，独立以降も小農に対する農政

の基本方針として継承されているスウィナ一トン

計画（SwynnertonPlan）である。いわゆる「共同

体」的土地保有を私的所有に改変するための土地

登記事業を骨子として，アフリカ人の換金作物生

産の解禁，農業信用の供与等の政策によって農民

審分解を生ぜしめ，集積した土地において集約的

な農業を営む富農層（いわゆる小差是と分類できる層〉

の農場で，土地無しに転落した貧農層が農業労働

者として雇用される，という構想であった情的。
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アフリカ入居留区の農業開発については，すでに

1930年代から認識されていた土壌疲弊問題とから

めて，一方で土壌寝食の原岡を人口過剰と時期尚

早の換金作物導入に求め，伝統的な土地権威の復

活が土地問題の望ましい解決策であるとする見解

と，他方ですでに顕在化していた土地私有化の

促進こそが土地問題の解決策であるとする見解

が，大戦後の様民地政府の内部でせめぎあってい

た（注6）。スウィナートン計画は，後者の見解に沿

った総合的農業政策案である。

一方，スウィナートン計画に先だって， トゥラ

ウプを委員長とする諮問委員会が，ヨーロッパ人

農業の実態を把櫨し，その10カ年開発計画を1953

年に答申している。この答申では，ヨーロツパ人

入植をさらに増大すること，ヨーロッパ人農場地

域でも顕在化していた土壌浸食に対応するため，

単一作物栽培から混合農業への転換の促進と牧草

増産の奨励が提言されている。また，既存の大農

場については，規模の大きい農場の細分が提言さ

れた。アフリカ人については，従来どおり労働力

と位置づけられている（注7)0 

ヨーロッパ人大農場を植民地農業開発の中核に

据えるトウラウプ報告と，アフリカ人小農育成を

主眼とするスウィナ一トン計画との，いずれの方

針に基づいた農政を展開するかの岐路に，ケニア

植民地政府は立たされた。その選択に重大な影響

を及ぼしたのが，イギリス本国政府から1953年か

ら55年にかけて派遣された東アフリカ王立委員会

の報告であった。間報告では，植民地経営の再編

成としてスウィナ一トン計画を支持し，またホワ

イト・ハイランズの人種制限撤廃も盛り込まれて

いたのである〈注町。

イギリス本国政府が植民地経営の方針を転換し

た背景には以下の事情がある。すなわち，第2次

ケニア脱植民地過程におけるヨーロツパ人大農場部門の解体

大戦後に経済力をつけ投資先と市場を求めていた

アメリカ合衆国が，イギリス帝国内の相互貿易を

保護貿易とみなし反帝国主義感情を募らせている

ことに対し，財政的に植民地の価値がますます高

まっていたイギリスとしては植民地の延命策をは

かるか，あるいは独立が日程に上る場合には自ら

の権益を独立後にも維持していく方策を講じてお

く必要があったのである（注的。その国際的な状況

下で，ケニアでの抑圧的な植民地支配がマウマウ

蜂起という武力的な民族運動の反発にあい，第2

次大戦後に財政上軍事介入能力が減退しているに

もかかわらずイギリス本国からの軍隊の派遣が必

とされた。こうして入植者主導の積極的棺民地

支配が高コストになり，その見直しが必要である

とイギリス本国政府は判断した。アフリカ人小農

の育成は，ヨーロツパ人農場主の権益に抵触す

る。しかし1958年当時すでにケエアに投下された

外国資産は，非農業資産9900万や，農業資産6500

万～7500万？となっていた世間。つまり，独立を

想定し資産の保護を図る場合にヨーロッパ人関連

権益では農業以外の産業分野の方が重要性を増し

ていたのである。人口でみても， 1921年にはヨー

ロッパ人総人口（生藤年齢以外の人口も含む） 9651人

のうち農業就業人口は1893人と約20~~下を占めてい

たが， 60年には6万1000人中3600人と 6~li:にまで

比率を下げている〈注11）。

このような背景で推進されたアフリカ人小農育

成は，イギリスの温情的な政策ではなく，一方で

強圧的な植民地政策の主張者であるヨーロッパ人

入植者の政治力を削ぎ，他方でマウマウ蜂起の主

たる担い手である急進的な民族運動家の影響力を

弱め，構民地経済構造を継承しうるような穏健な

政治エリートならびに保守的な農村中間階級の経

済基盤の確立をめざしたものであった惟12）。

9 
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穏健なアフリカ人民族運動指導者を交渉相手と

して， 1963年の独立に向けて制憲会識が開催され

る。この独立交渉の過程で，アフリカ人政治指導

者は，ヨーロッパ人から土地を無償でアフリカ人

に奪還するのではなく，市場価格での買取りによ

って土地問題を解決するという形で植民地勢力と

妥協し，私有財産の尊重と農業生産水準の維持を

方針とした。独立後政権合担うことになるKANU

(Kenya African National Union）党の1960年綱領

には，個人財産の尊重と農業生産水準を犠牲にし

ないアフリカ人再入植の実施が明記され，独立後

の第1次5カ年計画においても「現在の大規模農

場での農業生産は維持・増進されるべきである。

同地域は従来ケニアの輸出農産物の大部分を生産

し，ケニア農業経済の主柱をなしてきた」との見

解が表明されている（注13）。

「1960年ケニア（土地〉立法審議会令」により

59年10月13日以降ホワイ卜・ハイランズにおける

人種制限条項が撤廃された（注14＼実際には，ヨー

ロッパ人大農場の土地所有権の移転が1961年以降

に2積類の方式で実施された。

第lは，ヨーロッパ人大農場を政府が貿取り，

アフリカ人を再入植させる入楠計画である。この

入植計画は入植形式で2形式に下位区分される。

入植計画が精力的に進められた1960年代後半まで

は，買い取った大農場を小区間に分割して小農形

態で入植させる分割形式で実施された。その後は

大農場のまま分割せず，入植者は自給用の小区画

を与えられるのみで，残る大部分の地片において

経営管理者のもとで労働力を提供し，利益の配分

に与かるという，非分割形式の入植計画が主流と

なった。 1961年3月の最初の土地購入以来， 75年

末までにヨーロッパ人大農場1325農場， 76万9493

~（190万4686；二〕が入植計画用地として購入され，

IO 

6万6319世帯が入植している惜15）。やや数値が異

なるが，ヘイズルウッドによれば，分割形式の入

植計画は「100万位入植計画」 47万苅，「ハヲンベ

ー入植計画」 6500~， 「ハラカ入植計画J10万

5000;.i，合計58万1500誌であり， 4万9400の区岡

(11.8~／区商〉に分割され，同数の世帯が入植し

た。また，非分割形式の入植計画は「オル・カル

ー入植計画J5万6000;.i, 「シリカ入植計聞」 10

万9000~で，両者合わせて 191 区画に 1 万4000世

帯が入植している借問。このうち分割形式の入構

計画は， 「ヨ｝ロッパ人Jの側面でも「大農場J

の側面でもヨーロッパ人大農場の解体とみなせる

が，この形態での土地移転は旧ホワイト・ハイラ

ンズの5分の lにしか適用されなかった。非分割l

の入植計画は， 「ヨーロツパ人Jの側面では解体

であるが，経営形態の面で大農場を継承してい

る。

土地所有権の移献の第2の方式は，任意売買

( willing seller /willing buyer〕の原則で大農場を解

体せずに私的に所有権を移転させる方式である。

任意売買での非分割の移転は，所有形態で，（1）個

人所有，（2）パートナーシップ所有，（3）会社所有，

(4）協同組合所有，の 4形式に下位区分される。パ

ートナーシップ所有は通常数名の共同名義であ

り，会社は登記に最低20名以上必要であり，協同

組合は土地購入のために組織された。たとえば，

リフト・ヴアレー州における1969年末のアフリカ

入所有大農場は1043農場であるが，うち企業ある

いはパートナーシップ所有が571，個人が349，協

同組合が 123であった（注17）。ただし，任意売買に

よるアフリカ人への大農場の移転は，非常に緩や

かな過程であった。 1967年の大農場〈アフリカ人入

植計岡地域は除外） 259万2598誌のうち， 39万1416

~，すなわち 10. 9fながアフリカ人所有にすぎな



1990050013.tif

1990doc  99.7.12 1:54 PM  ページ 463

い。アジア人（インド系，パキスタン系〉の購入地を

含めても，非ヨーロ yパ人所有は40万月余にとど

まっている（注18）。すなわち， 1960年代後半におい

ては，ヨーロッパ人所有の大農場が多数残存して

いたことになる。

この状況下で，ケニア政府は1965年に早くも，

旧アフリカ人居留区を中心とする小農地域重視の

農業政策路線を打ち出し，ホワイト・ハイランズ

から目をそらせる方策を講じている。同年のケニ

アの開発方針文書「アフリカ社会主義とケニアの

計画へのその適用」では， 「政府予算の大半を入

植計画と旧ヨーロッパ人地域の限られた地域に投

入する現施策を終了し，今後はアフリカ人地域の

開発に振り向ける。緊急に必要とされているの

は，開発であり，単に土地移転ではない。……入

植過程はイギリスから引き継いだものであり，土

地を受け取るアフリカ人よりも土地を手放すヨー

ロyパ人の助成を意図したものである。……多く

のヨーロッパ人が手放すことを希望し，それを可

ケニア脱植民地過程におけるヨーロ yパ人大農場部門の解体

能とするためにイギリス政府はケニアに贈与と借

款を提供した。しかしこれらはケニアの開発の現

行の必要を考慮したものではない。……農業開発

が少数者に集中しないような土地政策が早急に必

要である」（注19）と，巧妙に農業政策の転換を打ち

出した。すなわち，政府はアフリカ人入植計画を

遂行しながらも，その経済的価値を自ら疑問視し

たのである。有力な国会議員M・ムリロ（Muliro)

は新聞社のインタビューに， 「本来の入植計画は

政治的便法として促進され，われわれはそれを最

大限に利用し得た。ケニアの高原全体を小規模入

植計画区画に分割することは不可能である。すべ

ての人聞が土地を所有することは不可能である。

農場主になる者もあろうし，農業労働者になる者

もあろう」と正直にも答えている（注20〕。この時期

以降，アフリカ人入植計画の主流は分割形式から

非分割形式へと転換されるとともに，任意売買の

土地移転が正当化されることにもなった。

第1表に示したように， 1960年から69年にかけ

第1表経営規模別にみた大農場部門＊の構成（1960,69年〉

農場 経営面積 (1,000エーカー〉

経営規模
（エーカー〉

1960 1960 
1969 1969 

総数 全体｜企業

20～ 49 268 13 7.9 0.3 10. 7 
50～ 124 260 27 316 22.3 2.3 26.7 
125～ 249 269 42 295 50.0 8.6 54.2 
250～ 499 387 80 354 I 138.4 27.8 113.5 
500～ 749 424 80 295 257.4 49.9 177.4 
750～ 999 374 44 247 329.6 41. 2 I 220.4 

1,000～ 1,249 344 54 206 378.8 61. 4 227.2 
1,250～ 2,499 697 147 481 1,219.9 248.5 826.2 

2，回O以－～～4上1999 
311 104 238 1,075.8 343.3 816.6 

5,000 999 141 78 106 958.4 542.9 747. 1 
10,000 999 123 107 2,468.1 1,625.1 2,240.3 
50,000 11 10 13 824.2 773.2 1,095.9 

合計 I 3, 609 I 753 I 正問｜ 刊 o.8 I 3, 724. 5 I 6, 556. 3 
（出所〕 1960年： EastAfrican Statistical Department, Keny,ロEuropeanand Asian Agricultural Cens附
1960，ナイロピ，刊行年不詳， TextTable 3。
1969年： Kenya,Agricult昨 alCensus 1969 (Large Farm Areas〕，ナイロピ， 1971年， Table l(aXb）。

（注） ＊ホワイト・ハイランズ以外の大農場地帯を含む。

II 
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て，大農場部門は農場数で564，経営面積で111万

4500~：の減少をみているが，逆にいえばいまだに

3045農場， 655万6300~二という大半の部分が， ヨ

ーロッパ人所有でないにしても，少なくとも大農

場として温存されていたのである〔注向。

（注l〕 Troup,L. G., Report In伊 iryinto the 

General Econ01叩yof Fa門河ingin the f五ghlands

Ha:ving Regard toζapital Iηvested and Long-

and Short-ten叫 FinancialC町nmittments,Whether 

Secured or Unsecured; Excluding Farming En-

terprises Solely Concerned with Production of 

Sisal, Wattle, Tea and CoβU，ナイロピ， Govern-

ment Printer, 1953年， 3,5ページ。

（注2〕 Yoshida,Masao, Agricultural Afar台 t-

ing Intervention in E,ast Africι・AStudy in the 

Colonial Origins of ]Marketing Policies, 191卯－

1965，東京， Instituteof Developing Economies, 

1984年， 79～81,99～100, 102ページ。

（注3) Gordon, David F., Decolonization and 

the State in Kenyα， ポーノレダー， Westview, 1986 

年， 159,172ページ。

（注4) Troup，前掲書， 3,5, 6ページ／Hinga,

S. N.; Judith Heyer，“The Development of Large 

Farms，” J Heyer; J. K. Maitha; W. M. Senga 

線， Agricultural Development in Kenya: An 

Economic Assessment，ロソドγ， Oxford Univer-

sity Press, 1976年， 231ページ。

（注5〕 Swynnerton, R. J. M.練， A Plan to 

Intensify the Development of African Agri-

culture in Kenya，ナイロピ， GovernmentPrinter, 

1954年。

（注6) Gordon，前掲書， 161～163ページ。

（注7〕 Troup，前掲書。

（注8〕 HerMajesty’s Stationery O伍ce,E,ast 

AfトicanRoyal Co仰 nission1953-1955 Report，ロ

ンドン， 1955年，とくに PartV，羽。

（注9) Maloba, Wunyabari，“Nationalism and 

Decolonization, 1947-1963，＇’ W.R. Ochieng’編，

A Modern History ザ Kenya1895ー1980，ナイロ

ピ， EvansBrothers, 1989年， 175～176ページ。

（注10) ヨーロツパ人農業部門全体で1200万十の負

債を非農業部門に負っており，その主たる借り手は混

I2 

合農場主であった（Leys,Colin, Underdevelopment 

in Kenya.・ThePolitical Econ仰 iyof Neo・Colo-

nialism 1964 1971，ロ γ ドγ，Heinemann,1975年，

42ページ。

（注11) Odingo, R. S., The Kenya Highlands: ・ 

Land Use and Agricultural D即 dopment，ナイロ

ピ， EastAfrican Publishing House, 1971年， 40ベ

ーシ。

〈注12) Maloba，前掲論文， 191,198ページ。

（注13) 林晃史「ケニ 7の農村開発と労働力吸収能

力一一四つの農業開発計画の比較一一」（『アジア経済』

第22巻第11・12号 1981年12月） 85ページ／Maloba,

前掲論文， 193ページ。

（注14〕 Abrams,P. D., KenyぜsLand Resettle-

ment Story，ナイロピ， ChallengePublishers and 

Distributors, 1979年， xiiiページ。 ホワイト・ハイ

ランズの人種制限撤廃については，早くも1945年11月

にミッチェノレ総督がイギリス椋民地省事務次官宛に，

人種制限の撤廃でヨーロァパ人入植者を説得しうると

Lづ覚書を提出したが，植民地行政に発言力を強めて

いたヨーロッパ人入植者にはまったく無視されている

(Gordon，前掲書， 160ページ〉。

（注15) Abrams，前掲審， 16～17,19ページ。

（注16) Hazlewood，前掲書， Table4. 3, 4. 4。

（注17) Leys，前掲書， 91ページ。

（注18) Odingo，前掲書， 191ページ。

（注19) Kenya, AjトicanSocialism and Its Ap-

plication to Planning in Kenya，ナイロピ， 1965年，

37ページ。

（注20) Gertzel, C.他編， Guve1・nment and 

Politics in Kenya，ナイロピ， EastAfrican Pub-

lishing House, 1969年， 129～137ページ。

（注21〕 第H提の数値は，前述の種々の数値と整合

的でないが，それぞれの原典を尊重しておく。

II 大農場部門の生産動向

1961年に実質的に始まるヨーロッパ人大農場解

体の直前に当たる60年に， 741 万 5000~こを占めて

いたホワイト・ハイランズ（当時アフリカ入居留区

の面積は1330万主ので担80農場により展開されてい
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た大農場部門（注l）は，大きく 3つの経営形態に下

位区分できる。第1は，多年生のいわゆるプラン

テーション作物（コーヒー，紅茶，サイザ、ル麻，ワッ

トル等〉をそノカルチュア栽培しているプランテ

ーションで，企業経営が相対的に多い。第2は生

態的に農耕に不向きの地域で乳牛，食肉牛，羊等

を銅育していた大牧場である。第3はヨーロッパ

人個人農場主がメイズ，小麦等の穀物および除虫

菊，ひまわり等の工芸作物ならびに牧草栽培の農

耕と乳牛や服の畜産をともに行なっている「混合

農場」（mixedfarm）である。もちろん， 3形態は

完全に分離しているわけではなく，混合農場でも

コーヒ一等のプランテーション作物が作られてい

たし，プランテーションも完全なそノカルチェア

はむしろ例外的であり畜産や穀物生産を同時に行

なっていた0 3経営形態の区分はあくまで，主要

な農業活動による分類である。

1960年の経営形態別の経常体数は，プランテー

シヨン約590，大牧場約390，混合農場約2500であ

った（注2〕。これに関連する数値として， 1960年の

非アフリカ人大農場地域全体（ホワイト・ハイラン

ズ以外も含む）で3609農場 773 万 800~ごあり， この

うち個人経営は2515農場349万5500；二企業経営

753農場372万4500：二，その他の形態の経営341；農

場 51万 800~こであった〈注 3 ）。すなわち，面積では

ホワイト・ハイランズ全体の半分を下回る混合農

場とその主たる担い手である個人経営農場が経営

体数ではヨーロッパ人大農場部門の70位強を占め

ていた。企業経営によるプランテーションや巨大

規模の大牧場と比べて相対的に資本不足で機械化

等が遅れ，アフリカ人労働力への依存の度合が高

く，経済的には脆弱であった中小規模の混合農場

のヨーロッパ人個人農場主は，政治的にはケニア

横民地行政に強い発言力を有していたのである。

ケニア脱楠民地過程における百一ロツパ人大農場部門の解体

このヨーロツパ人大農場部門内の政治・経済状況

と，混合農場が1961年以降の土地移転の主たる対

象どなったこととは密接に関連していよう。

さて，第2次大戦後の植民地末期は，大農場部

門にとって衰退期ではなく，むしろ「拡大と成長

の時期」あるいは「急速な拡大の時期」〈注4）であ

ったの第2次大戦期からのヨーロッパ人大農業の

活況は，ヨーロッパの戦後復興期，朝鮮戦争期の

終了する1952年以降も継続する。ただし，戦中期

から1950年代初期にかけて，ヨーロッパ人農業生

産がどの程度伸びているのかについては，必ずし

も明確ではない。 1953年にヨーロ γパ人農業に関i

するトゥラウプ報告の答申に基づいて， 54年以降

にヨーロッパ人農業の総合的な年次報告が作成さ

れるようになるが，それまでは戦前期の農業調査

が途絶えており，戦中期と戦後期については断片

的な資料しか存在しないためである。第2表は，

1938～68年の大農場部門の主要農畜産物の市場出

荷量と， 55年以降の小農のそれを表わしたもので

ある。大農場が解体される直前の1960年まで，と

くに小麦と畜産物生産で顕著であるが，大農場の

生産が増大傾向にあることが見て取れる。

この時期のヨーロツパ人大農場部門の特徴を検

討して，オデ、インゴ（Odingo〕は，戦後期に大農

場の転換が混合農場部門で起こり，経営多角化が

達成されたことを強調している〈注5¥ 1960年代に

混合農場として分類されたヨーロッパ人農場は，

大戦前にメイズ，小麦等の穀物以外の作物，除虫

菊やひまわり等の工芸作物と飼料作物を生産体系

に組み入れはじめ，大戦後に家畜飼養も組み込ん

で，それまでの穀物生産農家から混合農場へと体

質転換を図りつつあった。上記の穀物生産量の伸

びのみならず，斎藤の伸びも混合農場に変わりつ

つあった穀物生産農家の新規参入によるところが

13 
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鋳2褒大農場と小農による主要農畜産物の市場出荷量
（単位：作物： 1,000トン，家審： 1,000頭，ミルク： 100万ガロン）

附 l_i945(! 川I 1960 Iー63~ 1 1968 
小変 大農場 16.8 54.0 107.8 132.6 126. 1 117.4 141. 2 222.5 

小藻 0.4 0.7 5.0 
メイズ 大農場 87.8 75. 7 92.4 89.3 95.6 102. 7 56.6 215.0 

小農 116.0 72.2 96.7 47.9 144.0 
除虫菊 大農場 1. 0 7.4 2.0 2.4 6. 7 3.9 2.9 1. 2 

小農 0.3 1. 8 1. 8 3.3 10.5 
コーヒー 大農場 15. 7 7.0 6.3 11. 6 18.8 29.9 23.4 16.9 

小差是 1. 0 4.6 10. 0 15.3 22.1 

紅茶
大小農場差是

5.0 8.5 13.5 17.3 18.1 24.8 
0. 1 0.5 1. 4 5.1 

サイザル麻 大農場 31. 8 31. 7 38.2 37.6 59. 7 63.2 58.0 47.8 
小農 0.3 3.0 7.0 5.0 0.8 

ワットfレ 大小農場農 4.5 20.2 31. 0 26.5 20.1 30.1 
46.9 19.2 22.3 14.8 27.8 

牛（食肉用） 奈農翼l) 15.9 21. 9 28. 1 46.3 100. 9 100.0 81. 3 88.2 
42.9 53.8 62.2 102. 0 

山羊・羊（向上〕 大農場2》 28. 7 23.8 20. 1 38. 7 56.3 52. 1 76.0 53.3 
小農 101. 6 104.4 112.8 33.6 

豚 大農場 10. 7 47.8 48.5 49.5 70.5 44.3 42.5 34. 7 
ミノレク3) 大農場 1. 3 8.3 13.5 19.0 17.5 15.4 22. 1 

（出所） 1938年： Kenya,Agricultural Census 1938，ナイロピ，刊行年不詳， 6～7,18～19ページ。
1945, 50年作物， 45～55年家畜，ミルク：同， StatisticalAbstract 1955，ナイロピ， 1955年， Table90, 92, 93。
1955年作物：同， StatisticalAbstract 1962，ナイロピ， 1962年， Table印刷，（功。
1960, 63年豚，ミルク：同， AgriculturalCensus 1964，ナイロピ，刊行年不祥， Table31, 33。
1960～68年作物， 60～65年牛，山羊・羊：同， StatisticalAbstract 1968，ナイロピ， 1968年， Table70, 720 
1965, 68年豚，ミルク， 68年牛，山羊・羊：同， AgriculturalCeusus 1968，ナイロピ，刊行年不詳， Table
21～23, 260 

（注〉 空白欄は数値不明。 1）仔牛を含まず。 2）羊のみ。 3）ノξター，チーズ等の加工品は含まず。

大きい。ヨーロッパ人大農場地域で顕在化してい

た土壌疲弊問題への対応として，植民地政府は畜

産を奨励し，農場再生ローンを貸し付けて家畜を

購入するよう指導していたのである。第3表には

1960年当時の主要作物栽培，主要家畜飼養に関与

する農場数が示されている。同年の大農場総数

3609のうち，それぞれ25頭以上の家畜を飼養する

農場数が，乳牛2074農場，肉牛1407農場，羊1312

農場と多い。このことは第2表の畜産部門の大幅

な増産とあわせて考えれば，畜産を経営に組み込

んだ混合農業化が，植民地末期に進行しつつあっ

たことを，間接的に示している。まさに，ケニ

I4 

ア大農場部門の混合農場は，植民地末期になって

政府の奨励下で生成されたといえよう。プランテ

ーション企業や大牧場と比して，経済的に脆弱な

中小農場主の多かった混合農場部門にとってよう

やく安定的な所得の目途がたった時期が，戦後期

といえる。ケニアのヨーロァパ人混合農場は，

「1950年代後半に非常に利潤を生み出していただ

けでなく，将来的にもかなり有望であった」他的。

それゆえ，混合農場主は，民族運動の高まりに対

しては，もちろん内部でかなりの意見の相違はあ

るとはいえ，全体としてみれば強硬に対立姿勢を

打ち出した植民地政治勢力となったのである。
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第S袈

ケニア脱繍民地過程におけるヨーロッパ人大農場部門の解体

主要作物・家畜別にみた生産農場ならびに企業経営 (19叩年〉
（大農場部門全体 3,609農揚 7,415,000エ一カ一）

｜ 面積．頭数（1
専業農場

業｜三下r・・－；云下全体｜企業
小麦ス 916 140 20 247.9 42.8 4.4 

除メイ虫菊
1,313 197 14 1 142.4 30.8 1. 0 ・．．
797 129 22 1 39. 7 8.4 0. 7 ・．．

コーヒー 664 268 174 111 71. 2 48.5 24.5 20.5 
紅茶 107 69 49 42 37.0 33.5 23. 8 23.0 

ザイザノレ麻 68 52 12 11 244.8 218.5 74.6 71. 6 
ワy トJレ 375 58 10 5 85.3 58.9 12.1 11. 7 

羊乳肉 牛牛
2,074 348 99 6 412. 7 n.a. 8.8 1. 1 
1,407 301 53 12 566.9 n.a. 51. 7 35.7 
1,312 218 14 582.6 n. a. 0.9 一

（出所） East African Statistical Department, Kenya European and Asian Agricultural Census 1960，ナイ
ロピ，刊行年不詳， TextTable 16, 17, 21～25, 28, 44, 49, 67, 77, 85より作成。
（注〉 ホ作物については10エーカー以上を栽培する農場，家畜については25頭以上を飼養する燦場に限る。
ーなし0 ・・微少。

生産動向を遣うと，戦後第1期のヨーロッパ人

農業重視期には，第4表のように，アフリカ人自

給農業も含めて，農業部門はケニア総生産の40』主

以上を占めている。この時期にはアフリカ人市場

向け生産が伸びない一方で，非アフリカ人による

農業生産はその絶対額だけでなく相対的な比率も

高めているのである。このなかで，穀物栽培農家

は混合農場への転換を闘りつつあった。そして，

1950年代央から，アフリカ人小農農業育成政策へ

の転換が悶られ，ヨーロッパ人大農場がほぼ独占

していた作物にもアフリカ人小農が進出してく

る。第2表から明らかなように， 1960年代末に小

農生産が大農場を上回るコービー，除虫菊におい

ですら60年段階では大農場生産高がいまだ、小農の

それを上回っている。市場総出荷額では1955年の

大農場3280万や，小農510万や（市場総出荷額に占

める小農の比率13.5~t;) が， 60年には大農場3770万

十，小農950万や（同20.l主ti:）借7）となり， 大農場

がいまだ市場出荷額の過半を担っていたのであ

る。かっ，この聞に大農場生産は減少することな

第4豪農業生産額とケニア総生産（netproduction）に占める比率

1947 1950 1951 

% 詰乙11% 望乙ii% 1ポ00ン万ド Iι /V % ポンド

農 業

非アフリカ人 7.2 13. 6, 7.5 12.3 9.5 13.4 13.4 16.2 21. 1 20. 

アフリカ人

市場向け生産 2.5 2.8 4.6 3.6 5. 1 4.2 5.1 4. 7 4. 

自給生産 15.4 29.1 16.5 27.1 17.2 24.2 19.0 23.0 22.1 21. 

ケニア総生産額 53.0 100.0 60.9 100.0 71. 0 100.0 82.7 100.0 102.9 100. 

C
U

に
H
A
U

（出所〉 East African Statistical Department, Estimates of Geographical Income and Net Product, 

1947-1951，ナイロピ， GovernmentPrinter, 1953年， 4～5ページ。

Eう
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く，向表の多くの農畜産物において増産を示して

いる。ちなみに，大農場部門全体として小農生産

の脅威にさらされているが，そのなかでプランテ

ーション企業は巧妙な経営戦略で切り抜けてい

る。たとえば，ブノレァクボンド社の場合，マウマ

ウ蜂起を嫌って立ち去る入植者の農場を買収し

て， 1950年代に経営規模の拡大を見ている。それ

のみならず，アフリカ人小農による紅茶生産の解

禁も自らに有利なように利用し，栽培指導した小

農から同社のプランテーションよりも高品質の紅

茶を入手するとともに，小農が天日乾燥し地場市

場に販売していた紅茶の流通を品質管理の名のも

とに規制するよう政府に迫り，ケニア園内での自

社販路を拡大したのである位8）。

1950年代後半に農政上はアフリカ人小農育成へ

のシフトがみられるが，その実ケニア農業はヨー

ロッパ人大農場によって支えられていた。もっと

も，このようなヨーロッパ人大農場による生産の

絶対的な増大は，彼らが強い政治的発言力を持つ

植民地体制下で生産，流通諸側面での優遇を受け

て達成されていたものであり，額面どおりに受け

取るわけにはし、かない。農業生産におけるヨーロ

ッパ人混合農場の重要性の神話が生み出され，ア

フリカ人への土地移転時に混合農場を大農場のま

ま移転することの正当化がなされたとも，リース

は指摘している値引。にもかかわらず，生産が増

大していたことも事実である。

さて， 1961年以降に温存された大農場は，農業

生産の維持という面で評価しうるのか。大農場と

小農の市場出荷額の計算方法が改訂されたため

に，時系列で追うことが困難であるが，以下のよ

うな数値が得られる。 1960年段階での市場出荷額

については前述したが， 64年段階でも大農場4200

万や（新方式では3方58001つ， 小農1390万官ン（同2

16 

万46001つ〈注10〕と大農場部門の優位が続いている。

それが， 1969年には新方式によれば大農場3万

7500や，小農3万6900'/l'＇と措抗している。実は，

1967年に大農場3万2900や，小農3万4100'/i'＇と小

農が初めて大農場部門を上回っているのである。

この1960年代末以降，現在に至るまで，大農場部

門と小農の市場出荷額はほぼ同率で推移してい

る。分割入植計画による大農場の解体が急速に減

速した1960年代末以降，両部門の市場向け生産比

率が固定化されたことは注目に値する。 1960年代

の小農部門の生産の急速な伸びは，アフリカ人入

植計画地域での生産が，大農場部門から小農部門

に計上され直したことによるところも大きいとい

えよう。

入植計画の実施で大農場部門の農業生産はいか

なる影響を受けたのか。オデ、ィンゴによれば，大

；農場部門の農業生産で最も影響が少なかったのは

小麦である。その理由は小麦主産地が入植計画の

対象地域からはずされ，任意売買での土地移転が

なされた場合にも作付体系が維持されたためであ

る。メイズ，除虫菊，コーヒーは，入植計画によ

って大農場部門での生産の縮小を余儀なくされ

た（注11）。ただし，これらの作物のケニア全体での

市場出荷量はむしろ増大している。ヨーロッパ人

大農場の耕地化率は低く， 1960年においても総面

積の14店1"j:が農耕地（コーヒー，紅茶等のプランテーシ

ョン作物が5Q;j:，メイズ，小麦等の1年生作物が9i:J,j:) 

に利用されていたにすぎない（注12）。アフリカ人入

植計画のもとで一挙に耕地化率が高まり，かっ作

付に選択された作物が，主食のメイズならびに換

金作物のコーヒー，除虫菊であったことが，これ

らの作物の小農形態での生産維持あるいは増大と

なって現われた。

また，畜産が大農場解体の大きな影響を受けて
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いる。大農場部門の飼養家畜頭数はいずれも1960

年代央に大きく減少を示している。乳牛は1967年

に24万5200頭，肉牛は65年に44万6300譲，半は65

年に39万9700頭，豚は67年に2万5600頭と最低値

（家禽は66年）を記録して以後回復している〈注13）。

ヨーロッパ人大農場で、飼養されていた家畜は外来

種および交配種が主体であり，この家畜頭羽数の

減少は，署殺用に売却されたこと以外に，大農壌

から入植計開あるいは！日居留地のアフリカ人小農

に売却されたことによる。入植計画には，入植農

家が改良品種の家畜を所有する旨要求されてお

り，その入手元としてヨーロッパ人大農場が想定

されていたのである池町。 1965年から69年までの

数値が判明している乳牛の売却数でみると，大農

場が他の大農場に売却した乳牛の5年間の総計は

3万4600頭，入植計爾のアフリカ人入植農家へは

2万8500頭，入植計画以外のアフリカ人小農へは

1万8200頭である位向。その結果，アフリカ入所

有の大農場や小農部門での畜産とくに酪農生産が

伸長したと推定される。

全体としてみれば，大農場部門は解体によって

もかなり生産を維持できており，影響を被った農

畜産物も小農生産によって順調に代替されてい

る。というよりも，大農場部門は大規模な影響を

受けるほどには，実質的に解体されなかった。前

述のごとく，分割形式の入植計画ではi日ホワイト

・ハイランズの5分の lしか小農形態に転化され

ていないのである。

（注1) East African Statistical Department, 

Keπrya European and Asian Agricultural Census 

1960，ナイロピ，刊行年不詳， 1～3ページ。

〈注2) Odingo，前掲畜， xxページ。

（注3) East African Statistical Department, 

前掲番， TextTぬle8。

（注4) Hinga; Heyer，前掲論文， 222～254ペー

ケニ 7脱植民地過程におけるヨーロツバ人大農場部門の解体

ジ／vanZwanenberg, R. M. A; Anne King, An 

Economic 却 storyof Kenya and Uganda 18()()-

1970，ロンドン， Macmillan,1975年， 45ページ。

（注5) Odingo，前掲書， 49ページ。

（注6〕 Leo,Christopher, Land and Class in 

Kenya, トロ γ ト， Universityof Toronto Press, 

1984年， 66ページ。

（注7〕 Kenya,EヒanomicSurvey 1965, ナイロ

ピ， 1965年， Table140 

（注8) Dinham, Barbara; Colin Hines, Agri-

business in AJトica:A Study of the Im仰ctof 

Big Business on Afト£ca’SFood and Agricultural 

Production，ロンドγ，EarthResources Research, 

1983年， 100～103ページ。なお，植民地末期と独立初

期の大規模プランテーショ γ経営企業については，ケ

ニ7 ・カナーズ社（パイナッフ勺レ生産・加工）とフツレ

ツクボγ ド社（紅茶生産・加工）の事例を，スウェ

イソ γが分析している（Swainson, Nicola, The 

D氏ieloρmentof Corporate Capitalism iπ Kenya 

1918-1977，ロンドγ，Heinemann, 1980年， 156～

167, 250～264ページ）。

（注9) Leys，前掲書， 36～37ページ。なお， りー

スは問書でケニアの低開発的発展のもとでのケニ 7資

本家の買弁的性格を指摘したが，数年後には民族資本

家が輩出していると，主張を転換している。

（注10) Kenya, Economic Survey 1966, ナイロ

ピ， 1965年， Table16。新方式は， Kenya,Economic 

Survey 1969，ナイロピ， 1969年， Table4.4。

（注11〕 Odingo，前掲書， 193～198, 207～212ペ

ーゾ。

（注12〕 向上書 52ページ。

（注13) Kenya, Agricultural凸刀S叫ナイロピ，

1960～69年各年版。

ぐ注14) Odingo，前掲書， 197ページ。

（注15〕 Kenya,Agricultural Census 1968 (Lar-

ge Farm Areas），ナイロピ，刊符年不詳， Table21 

／同， AgriculturalCensusザ LargeFarms 1970 

and 1971，ナイロピ， 1973年， Table210 

亜 大農場解体と存続の担い手

ヨーロッパ人大農場の解体によって，アフリカ

I7 
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人に土地が配分され，自らの農地を持てると最も

期待したのは，ヨーロッパ人大農場の農業労働

者，都市部の失業層，アフリカ入居留区の土地無

し層であった。しかし，分割形式のアフリカ人入

植計画は旧ホワイト・ハイランズの5分の lで実

施されたにとどまり，大半の大農場は温存された

のである。植民地期にヨーロッパ人大農場主と直

接的に対峠していた農業労働者，とくにスクウォ

ッター（squatter）に注目して，彼らをヨーロッパ

人大農場解体の中心的な担い手として取り上げ，

いかに彼らの期待が裏切られたのかについて，ま

ず検討しておきたい。

ここでいうスクウォッターとは，ヨーロッパ人

大農場内に家族で住み込み，そこで自給用に小規

模の農耕地を耕しながら，ヨーロッパ人大農場で

の農業労働に従事する居住労働者（residentla・ 

bourer）を意味し，原義である「不法土地占拠者」

ではない。ヨーロッパ人大農場の解体時にアフリ

カ人政治家によっても主張された大農場の生産水

準の維持は，植民地末期のヨーロッパ人大農場，

とくに混合農場部門の繁栄を受けたものである。

この繁栄は，スクウォッターの経済的地位の悪化

と裏腹の関係にあった。

今世紀初期には，スクウオツターは労働地代あ

るいは生産物地代をヨーロッパ人農場主に支払う

半ば自立的な小作人的性格が強かったが，両大戦

間期から次第に小作人の地位を喪失し，次第に農

業労働者へと転落していく借1¥

ただでさえ多数のアフリカ人労働者のなかで自

らが少数であることをつねに自覚していたヨーロ

ッパ人入植者は， 1920年代後半よりスクウォッタ

ーがヨーロッパ人大農場と競合する農産物生産者

として立ち現われてきたこと，また彼らが民族運

動の末端の担い手となっていたことから，スクウ

18 

オツターの存在を白人の経済的・政治的権益と合

致しないと感じていた。そして， 「1937年居住原

住民労働者条令J施行以降にようやく，ヨーロツ

パ人入植者はスクウォッターの自立を阻害する方

策を実現し得た。同条令により，スクウォッター

問題は，植民地中央政府から入植者が実権を握る

県議会に所管が移され，スクウォッターの栽培面

積・飼養家畜数制限，ヨーロッパ人農場での労働

日延長等が導入された。この措置によって，スク

ウォッターは，ヨーロッパ人農場主のために労働

を提供する場合にのみ農業労働者として農場内に

居住が許可されることとなった。その条件を満た

さずに不法に滞在している者は，原義からすれば

奇妙な表現であるが，不法スクウオツター（illegal

squatter）であるとして，退去させられることと

なったのである他幻。大戦中は一時対立関係が棚

上げされていたが，戦後にヨーロッバ人入植者の

政治的発言力が高まるにつれ，スクウォッタ一対

策が強化された。

この時期にヨーロッパ人大農場がスクウォッタ

ーに強硬な対応を示した理由のひとつとして，ヨ

ーロッパ人混合農場での畜産の開始があげられ

る。疫病に弱い改良品種の家畜を導入するために

は，土地を「無菌」にする必要があり，そのため

スクウォッターの飼養している家畜の削減が図ら

れたのである池町。第2次大戦直前の1938年段階

で，統計上捕捉されていたスクウォッターは10万

4154人（成年男子2万8061人，成年女子2万9711人，未

成年4万6382人〉であり，牛19万387頭，山羊・羊

26万6547頭を飼養していたが， 60年には成年男子

スクウオツター 1万5000人，牛1万2800頭，山羊

・羊6万9900頭に，いずれの数値も大きく減少し

ている（注付。

また，それまで常に労働力不足を経験している
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にもかかわらず，ヨーロッパ人農場主がスクウォ

ツターの排斥も辞さなかった理由として，戦時中

の政府の財政援助によって農業機械の購入が10借

にも伸び農業機械化が進行したことと，アフリカ

入居間区に家族を残存させて単身で働きにくる廉

価な移動労働者（migrantlabourer）の利用が可能

であったことが挙げられる借り。機械化は戦後も

引き続き進行しており，大農場部門のトラクター

所有台数は1954年の4799台から60年の6403台へと

大幅に増大している〔注6）。労働力については，第5

表から明らかなように， 1955年から60年にかけて

居住労働者数，すなわち成年男子スクウォッター

数は2万5500人から 1万5500人に減少している。

彼らは単身で住み込んでいるのではなく，家族を

ケニ 7脱植民地過程における盟ーロァパ人大農場部門の解体

伴っているため，この聞に1万世帯が就業と居住

地を求めて路頭に迷ったと推定しうる。しかし，

大農場部門全体の労働需要が減少していたわけで

はない。アフリカ人雇用者数全体の伸びと比べれ

ば，増加率は低いとはいえ， 1946～60年に農業部

門（ヨーロッパ人大農場）アフリカ人雇用者数は

l. 37倍に増加しているのである。すなわち，キク

ユ人スクウォッターに代わって，他のエスニック

・グループの移動労働者が，スクウォッターより

もさらに低賃金で労働力を提供していたと考えら

れる。

このような移動労働：背の存在は，アフリカ人蔚

留区内で土地持ち腐と小土地・土地無し層とへの

階層分化が進展しつつあること， 1950年代央以降

第5褒大農場の雇用者数

1960 

（単位： 1,000人〉

邸 7 1 1969 1946 5
 

phυ 

日
3’EA
 

A
V
 

戸川

υ
Q
U
 
唱’A 1963 

農 林 業

ヨーロッパ人 1. 0 1. 2 1. 8 1. 9 1. 3 l. 2 1. 1 

アジア人 。刷5 0.4 0.4 0.8 0. 7 0.8 0.6 

アフリカ人 197.0 201. 9 245. 7 269. 1 213. 7 170. 7 177.0 

（他資料） (261. 3) (277.8) (217.7〕

（成年男子居住労働者〕 (25.5) (15. 5) (24.9 

計 198.5 203.5 247.9 271.8 215.7 172. 7 178. 7 

全産業アフリカ人計 1 376. s I 422. o I 558. 1 I 5印 91 482.11 凶 21 5担

全人穏麗用者総計 I 403. 7 I 460. 5 I 印 1I 仰 21 悶 21 即 51 6幻 2

（出所） 1946, 50年； Kenya,Statistical Abstract 1956/57，ナイロピ，刊行年不詳， Table170。
19日， 60年： Kenya,Statistical Abstract 1965，ナイロピ， 1965年， Table40 (a）。
1963～69年： Kenya,Statistical Abstract 1972，ナイロピ，刊行年不詳， Table2190 
他資料／成年男子居住労働者：
1955年； EastAfrican Statistical Department, Kenya Europeaフzand Asian Agricultural Census 1958: 
An Eco叩omicAnalysis，ナイロピ，刊行年不祥， 33,34ページ。
1954～58年で調査のカパーが増えており，修正傭を利用。
1960年： EastAfrican Statistical Department, Ken・3ほ Europeanand Asian Agri・iculturatCensus 1960: A 
Statisticat Analysis，ナイロピ，刊行年不詳， 45-47ページ。
1963年： Kenya,Statistical Abstract 1966，ナイロピ， 1966年， Table91。
ただし， 1960,63年の居住労働者： AgriculturalCensuses 1965-1967 Large Farm Areas，ナイロピ，刊
行年不詳， 58ページ， Table230 
1969年： Kenya,Agricultural Census 1969 (Large Farm Areas〕，ナイロピ， 1971年， Table 31。

居住労働者は家族激。

19 
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のアフリカ人小農育成政策はこの階層分化を助長

する政策であったことを示唆するとともに，未熟

練労働が主体の農業労働者の賃金水準を低く抑え

る原因となったことを想定させる。植民地末期を

通じてアフリカ人内部での賃金格差が拡大してお

り， 1936年には都市部を中心とするアフリカ人事

務職の賃金はアフリカ人農業未熟練労働者のそれ

の3倍であったが， 47年には4倍に拡大してお

り，未熟練労働者が93.51,1；と圧倒的な比率を占め

る農業部門（ヨーロッパ人大農場）の賃金水準は他

部門と比べて著しく低かった（注 7）。また，アフリ

カ人賃金については司農業におけるスウィナ一ト

ン計画と同様に， 1950年代夫に転換点が存在し，

54年のカーぺンター委員会報告によって，法定最

低賃金の引き上げと，単身者の生計費でなく家族

の生計費を算定するよう答申された（注目〕。この答

申が全面的に採用されたわけではないが，労働力

の定着化を方針としていた植民地政府と民間製造

業部門が支持し他的，また労働組合に組織された

労働者の賃金引き上げ要求ならびに半熟練・熟練

労働者の成長とあいまって，都市部においては賃

金水準が上昇したが，ヨーロッパ人大農、場のアフ

リカ人農業労働者の賃金引き上げは容易には実現

しなかった。議々の制約条件付きながらモズレー

(Paul Mosley〕が試算したところでは， 1914年を

100とする実質賃金指数をみると， アフリカ人公

共部門賃金労働者の46,51, 56, 59, 64年の数値

はそれぞれ， 117, 179, 216, 260, 417とこの間

ほぼ4倍に賃金が上昇しているが，ヨーロッパ人

大農場のアフリカ人農業労働者のそれらは 77,

61, 77, 75, 104であれ停滞どころか低落を経

験しているのである惟JO〕。

第2次大戦時のスクウオツタ一世帯の家計につ

いての調査結果によれば，スクウオツタ一世帯の

20 

主たる収入源は農畜産物販売であり，賃金所得は

小部分にすぎない。そして，彼らの年収は，たと

えばキクユ入居留区のアフリカ人小農世帯のそれ

よりも高かったのである（注ll）。農地の縮小と家畜

数の制限はスクウォッタ一世帯の生計を著しく悪

化させ，ヨーロッパ人大農場での労賃はそれに見

合うだけ引き上げられなかった。すなわち，上記

のスクウォッタ一対策は，スクウォッターの完全

な農業労働者化とひいては追放を意図したもので

あったc

急進的な民族運動の発現形態であったマウマウ

蜂起が武力鎮圧された後，都市賃金労働者は一定

の賃上げを勝ち取り，そしてアフリカ入居留区の

楠民地政権に協力的な小農層はスウィナ一トン計

画下で私有地を確保し換金作物生産を認められた

ために，第2表で概要がつかめるように市場向け

農畜産物生産が伸長し，彼らは急進的な民族運動

とは一定の距離を置くようになった。このように

小農と賃金労働者については限定っきではあれ，

その経済的要求が満たされたのに対して，スクウ

オツターや追放された旧スクウォッターの経済的

地位の回復はなされなかった。かれらは，すでに

人口過剰となっていたアフリカ入居留区にその生

活の基盤を見出せず，未熟練労働者であるために

都市部での就業も困難であったことから，反植民

地感情を募らせ先鋭的な民族運動の担い手にな

り，マウマウ蜂起の有力な支持層を形成した。旧

スクウォッターの要求は，第一義的には土地であ

った。この要求は，その後も一貫して維持され

る。また，アフリカ入居留区では一部有力者の土

地集1賓と裏腹の関係にある土地無し麗がさらに滞

留し，都市部においても新規移入者を中心に失業

者が増大していた。彼らはその後もゲリラ戦を継

続する急進的民族主義の支持層であったが，都市
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労働者や土地持ちの小農患の多くは，；霊民地勢力

が独立交渉の相手に措定していた穏健な民族運動

指導者を支持するようになっていた。すなわち，

マウマウ蹄起の時にみられたアフリカ人各層が各

々の権益を背後にしながらも，全体として植民地

勢力に対抗するという構図は分断されたのであ

る。むしろ正確には，念、進派も含んだ独立運動が

継続されるが，その主導権は急進派から穏健派に

移行していたというべきであろう。

そして， 1961年以降にヨーロッバ人大農場が，

個人財産の尊重と農業生産の維持を条件として解

体されるこ二ととなる。スクウオツターらが期待し

ていた無償での土地配分は，ごく部分的にしか実

現されなかった。 1960年11月に当時の設業大臣

は，自給水準を下回る零細な地片しか耕作してい

ない世帯も含めて，ほぼ土地無しと見なせる農家

数は13万世帯に達することを表明した位向。それ

に対して，前記のアフリカ人入植計爾を総計して

も6万世帯余しか吸収し得ていない。むしろ，こ

の聞に土地無し世帯は増大し， 1960年代末時点で

約30万世帯の土地無し世帯が存在したと， ILOは

推計している（注13〕。

とのように，大量に土地無し層が滞留する状況

下で，大農場はむしろ温存された。 1960年代に残

存する大農場の担い手は，プランテーションを経

営するヨーロッパ系企業，残留するヨーロッパ人

個人農場主，アフリカ人入植計画には生態的に不

向きな地域に位置していた大牧場主，そして任意

売買によって新たに誕生したアフリカ人大農場主

であった。

まず， コーヒー，紅茶，サイザル等がケニアの

主たる外貨稼得源であり，独立後の政府が最も生

産の維持を望んだ大農場部門であろう。これら輸

出作物は企業経営のプランテーションによる生産

ケニ 7脱植民地過程における冒ーロッパ人大農場部門の解体

が大半であり， 1960年のそれぞれの栽培面積に占

める企業経営の農場の栽培面積は第3表から算出

しうるように，コーヒーが268企業で68.lも~；，紅

茶が69企業で90.5広，サイザル麻カl52企業で89.3

~'.,j:，ワットルが58企業で69. 1店与に達していた。独

立政府の輸出向け農業生産維持の方針は，ヨー口

ッパ系企業の存続と不可分の関係にあり，新植民

地主義のレッテノレが貼られる一因となっている。

一方，楠民地末期の急成長にもかかわらず，

「掛合農場の経営主たちはケニア椴民地体制の政

治的中核ではあったが，経済的中核ではなかっ

た」(1±1めのであり， むしろ財合農場主に多かった

強硬な植民地体制維持論者は，穏健なアフリカ人

民族運動指導者とイギリス本国政府の独立交渉の

桂桔となったのである。 1961年の土地移転開始後

にアフリカ人入植計画の対象となるのは，これら

保守的な混合農場主の大農場であり，ケニアに残

留を希望する穏健なヨーロ〆ノf入品合農場主の農

場は温存され，また生態的に入植計画に不向きな

大牧場も維持されたのである。ヨーロッパ人大農

場の存続が可能であったのは，独立後の政府がヨ

ーロツパ人入植者の慰留を図ったことにもよる。

土地移転，とくに任意売買方式での土地移転で

は，流出するヨーロッパ人農民の土地が対象とな

るが，大量：のヨーロッパ人大農場の放棄は農業生

産にも影響を与えることになる。 1959年に始まっ

た資本流出は急激に増大し，ヨーロッパ人入植者

は農場への投資を中止し，家畜を売却し，労働者を

解雇した〈注目〉。自治政権下の1963年8月12日，ケ

ニヤッタ首相はナク yレ市公会堂において， ヨーロ

ッパ人農場主300人を聴衆として，特定集団のた

めでなくケニア全体の利益のために留まって農業

を続けることを要望することを政府方針として表

明したために，ヨーロッパ人流出が次第に減少し

21 
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た〈注16）。さらに，残留することを決定したヨーロ

ッパ入農民が，農村経済の安定を求めて，アフリ

カ人の分割入植計闘の促進を主張さえしたともい

われる借17）。 1960年の設立時に KANUiこ加盟し

たヨーロッパ人グループの 1人であるB・マッケ

ンジー（Mackenzie）が， 62年以来70年まで農業あ

るいは土地・入植関連の大臣を務めたことも，ヨ

ーロッパ人入植者の残留に影響を与えた。彼は，

ヨーロッパ人大農場よりもより多くの保護を必要

としたアフリカ人大農場主を支援する体制を整備

するとともに，そのための諸制度の要職に残留す

るヨーロッパ人入植者を任命し位18），ヨーロッパ

人入植者の発言械の確保を図ったのである。イギ

リス人混合農場主が所有していた面積は， 1970年

末で77万主とも， 71年央で50万立とも推定されて

u、るく注目〉。

ととろで，任意売買によって新たにアフリカ人

大農場主が創出されるが，すべての舵意売買がア

フリカ人大農場主創出に結びついているわけでは

ない。アフリカ人の購入地のうち，協同組合，パ

ートナーシップ，企業といった集団あるいは団体

が購入した大農場は， I経営として維持されるの

ではなく関係者の聞でソト区画に分割されることも

発生したためである。また個人の購入地も例外で

はなく，名義は個人名でありながら，実際には親

族等が共同で土地購入資金を捻出し，購入後に分

割することもあった。 1970年代央にケニアの可耕

地の3分の lにあたる 270万誌を大農場部門が占

めており，その内訳は混合農場llO万江，プラン

テーション40万は，大牧場120万誌である。ただ

し，混合農場 110万はのうち30万況は実質的に小

区画に分散しているという推計は，このような事

情を反映している。それゆえ，任意売買によっ

て，経営形態が保持されたとは限らない。

また，任意売買方式の土地移転が，少なくとも

1960年代にはヨーロッパ人からアフリカ人ならび

にアジア人（インド系，パキスタン系〕への土地移転

を促進したわけでもない。第6表は1965年段階で、

の任意売買による土地移転状況を示しているが，

移転総面積 118万5299；：のうち，半分強の 63万

5182：二は再びヨーロッパ人によって取得されてい

る。なかでも，ヨーロッパ人企業による取得43万

7405：二は総移転面積の3分の lにも達している。

前述のごとしプランテーションと牧場が初期入

植計画の対象から除外されたが，ヨーロツバ人大

農業の真の担い手であるプランテーション部門の

維持を図るために，入植計画を旧居留区の隣接地

域に配置し，その入植計画地域とプランテーショ

ン地域の聞に，人種混突した混合大農場地域を緩

衝地帯として配霞することをめざしていたとい

第6表入植計画．外での白人大農場の所有権移転
〔単位：エーカー〉

アフリカ人 「ョ一一パ人 I ァジデ人 ｜ 合 計

個 人｜ 既日2 I 1回，7η ｜ 5, 50s I 221, 1位

協同組合 i 122, 297 I I J 122, 297 

パートナー 1 n, 860 I 38, ooo I 17, 087 I 226, 947 

企業 1 110，印6 I 437,405 I 60,322 I 6回，273

z一計（ …｜  … l 82,912 I 1, 1民 299
（出所〉 Odinga, Oginga, Not Yet Uhuru: An Autobiography，ロンドン， Heinemann,1967年， 261ページ。
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う〈注20）。アフリカ人入植計画用地に指定された場

合に，ヨーロッパ人農場主は代替地の購入を認め

られた。 1959年価格に固定されたアフリカ人入植

計画用地の買取り価格がエーカー当り 9.2官ンであ

ったのに対し，私的な移転価格は平均8.7'/f－＇であ

り，新たに買い換えることによって，ヨーロッパ

人農場主は不労所得が得られたのである〈注21）。

上記のように任意売買による大農場の移転は多

様であるが，そのなかに個人で大農場を購入でき

たアフリカ人も含まれている。 「はじめにJで触

れたごとく，この内実が明らかではない。断片的

な資料によるかぎり，予想しうる状況が現出して

いた。公務員のアフリカ人化に伴い，「官僚層は自

らの経済利権のために新たな機会を最大限に利用

し，ローンを借り土地・株式の取得に奔走したJ

のである（注22）。 1960年代央に，有力な国会議員で

あったJ• M ・カリウキ（Kariuki）が1000：二の農

場を所有し，同じくM ・ムリロ（Muliro〕が1500t:

の農場を所有していたことは，その事情を如実に

示していよう。当時，土地が余っていたわけで

はなく，！日スクウオツターを中心に土地無し層が

滞積しているなかでの大農場所有である。政治

家，公務員等による土地集積に対する批判は，独

立後の国会でも論争となった。ガーツェルは，

1965年3月26日のアニエニ（Anyieni）議員による

土地所有上限設定の動議， 67年10月6日のキオコ

(Kioko）議員による土地問題の政府管理の提案を

紹介している位23）。

この時期に，スクウォッターは土地購入組合を

結成して大農場を集団で買い取るにしても資金が

不足しており，大農場の配分からはほとんど除外

されていたといえよう。スクウォッタ一等の土地

無し層への土地配分を主張していたカギア議員

は， 1965年の国会発言で，多くのヨーロッパ人大

ケ品 7脱植民地過程におけるョー回ツバ人大農場部門の解体

農場主が入植計画用地の指定による販売代価目当

てに残留して，農地を放置し，アフリカ人労働者と

スクウォッター（本来の意味での耳鳴占拠者）を追い

出し続けている，むしろ独立後のほうが追放は増

加した，と政府に対応を迫っている惟24）。また，

アフリカ人所有大農場でも， スクウオツター（向

上）を追放し，農業労働者を解雇して，新たに低

賃金で新規労働者を雇用していたという位向。し

かし，土地無し層を支援する国会議員は少数派に

とどまり，また園内世論も独立運動のようには高

まらず， KANDのケニヤッタ政権はスクウオツ

ターのために即成の入植計画を実施して不満の緩

和を図るとともに，植民地期の民族運動鎮圧と見

まがう手段で社会不安を鎮圧したのである借問。

さて，このようにして達成された大農場の残存

に対して，既存の研究は概して否定的である。た

とえば， リースはスクウォッタ一等の大衆の犠牲

のうえに，アフリカ人エリート層が土地集積を図

り，かつヨーロッパ人大農場主の残存に象徴され

るように，植民地経済が温存されていることを指

摘する。そして， 1950年代央からのアフリカ人小

農による市場向け生産の伸長によって農業生産水

準の維持が可能であり，雇用機会の創出について

も， 67年に約100万立の分割入植計画地域で3万

8000人の雇用がなされ，この水準はヨーロッパ人

混合農場時とほぼ匹敵し，入植計画の入植農民家

族を含めれば，むしろ雇用効果は高く，農業生

産，雇用機会いずれの面でも大農場存続を正当化

できないと主張する他的。

さらに，植民地期にも大農場は政府の手厚い保

護のもとで存続していたのであり， 1961年以降に

アフリカ人に移転された大農場では，生産が3分

の1に減少し，負債問題が発生していたという。

1965年に中央農業局議長は，アフリカ人大農場の

23 
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拐容は手の施しょうがなく， 50t1,i:は相当額の出藍F

でなんとか救済可能であると推定した。そして，

1970年には，農業省調査によると，生産が収支を

合わせる水準に改善される見込みのない600の問

題農場が報告されている。ただし，大農場の失敗

は入植計聞の困難ほどl底伝されなかった（紘28〕。

上記のような批判は十分に傾聴に値するが，そ

れにもかかわらず1960年代末から現在家で市場向

け農業生産額に占める大農場部門の比率が維持さ

れたという事実をどう理解すればよいのであろう

か。もし，大農場部門，とくにアフリカ入所有大

議場での農業生産性が低u、とする批判が正しいの

であれば，ケニア大農場部門は1970年代以降念、歌

な減産を示していなければならないであろう。し

かしながら，現実には生産面で小農部門と桔抗し

ているのである。統計上の数値を全商的に信頼す

るわけにはいかないにしても，大農場部門は増産

していたと推定しうる。また，大農場部門が小農

部門と比べて公的に支壊されているととも事実で

あるが，もし大農場があまりにも非生産的である

なら，支えきれないのではあるまいか。大農場生

産は，まずもって非農業部門とくに都市部への安

定的な食料供給の面でE重要である。小議部門の輪

出用換金作物生産への進出にもかかわらず，大農

場部門も市場向け農産物生産額を小鹿部門と間寵

するように伸ばしていることは，大農場部門が次

第に圏内向け食料作物生産者としての役割を高め

ていることを表わしている。

そして，大農場という枠組を残しながら， 1970

年代にその内部でアフリカ人化（Africanization）が

進行しつつあった。 1978年9月段階で llO万試

（このうち30万%は実際には小農に分割されていた〉

の混合農場のうち，わずかに約6万誌， .35農場の

みがヨーロジバ入所有であった世間。一方， 1960

24 

年代に多くは非アフリカ人の所有に留まっていた

プランテーシヨンにおいても，たとえばコーヒー

については， 75年段階で669のプランテーション

のうちアフリカ人所有は389(58.2fl+），面積では2

万9641誌のうち 1万1992対C41. 9fI；：）であり， 78£ド

9月段階ではプランテーション数の72{:t；，面積に

して62.3（，主はアフリカ人所有となり，外国人・外

資系企業の作付面積は小農をも含めた全作付面積

の14（，主にとどまったp なお， 1978年のコーピ

荷量の56.6t~は小農による〈注30）。このコーヒーの

事例から類推すれば，主要輸出作物生産における

プランテーシヨン所有のアフリカ人化と，

渡振興によるプランテーションの占める生産比本

の削減が達成されているのである。 1960年代にヨ

ーロッパ人大農場がかなり残存したことは，アフ

リカ人への大農場部門の移転の準備期間として，

まずもって旧ホワイト・ハイランズの農業生産を

維持するためにとられた方策であったと考えられ

る。

（注1) Furedi, Frank, Th.e Mau 1¥.Iau War in 

Perspective，口ソドン／ナイロピ／アテネ， JamesCu悶

rrey；’Heinemann Kenya/Ohio University Press, 

1989年， 24ページ。同書に先だって，同じ出版社から

スタウオツターとマウマウ隣起安扱った著作 2冊，

Kanogo, Tabitha, S.ヂiatterand th.e Roots of Mau 

Mau，ロ－.，，，.・－.，，；ナイロピ／アテヰ， James Currey/ 

Heinemann Kenya/Ohio University Press, 1987 

年，および Throup, David W., Econr≫nic and 

Social Origins of Mau Mau，ロンドγ／ナイ日ピ／7

テネ， JamesCurrey /Heinemann Kenya/Ohio Uni-

versity Press, 1987年，が刊符されている。

（注2〕 Kanogo，同上書， 97ページ。

（注3〕 Odingo，前掲書， 149ページ。

（注4) Kenya, Agricultural C印刷s,1938，ナイ

ロピ， 1939年， 25ページ／EastAfrican Statistical 

Department，前掲書， AppendixTable 38。なお，

リースは1945年に約20万人の；；，.Pウォッターがおり，

うち12万・2000人は中部ケニア崩身のキタユ人であった
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と捻定し，フレヂィは不法スクウォッターやス Pウォ

？ターの家族も含めて， 40.年代央に25万人のキクユ人

がヨーロツバ人大農場に居住しており，との数値は当

時のキタユ人口の4分の 1にも当たるとJ設計している

(Leys，前掲審， 47ページ／Furedi，前掲！歯， 12ペー

ジ）。

（注5) Stichter, Sharon, Migrant Labour in 

Kenya: Capitalism and African Resρonse 1895--

1975，ハーロー， Longman,1982年， 128ページ／van

Zwanenberg; King，前掲毒事， 44～45ページ。

（注(i) East African Statistical Department, 

前掲書， TextTable 860 

（注7) Stichter，前掲奮， 114～117ページ。

（注8) 犬飼一郎「ケユヤにおける賃労働形成史の

一局面J（山田秀雄編『アフリカ椋民地における資本

と労働（続〉』アジア経済研究所 1976年〕 129～155ベ

ーーシ／c

（注9〕 Stichter，前掲議， 131ページ。

（注10) Mosley, Paul, The Settler Economies: 

Studies in the Economic History of Kenya and 

Southern Rhodesia 1900-1963，ロンドン， Cambri-

dge University Press、1983年， Table4. 2, 4.針。

（注11) 向上書 96～98ページ／Her Majesty’S 

Stationery O侃ce，前掲露， 162～170ページ。

（注12) Leo，前掲書， 62ページ。

（注13) ILO, Employment, Incomes and Equ-

aliか・ L1 Strategy for Iner，向 sing Productive 

Employ,前向ti河 Kenyα，ジュネープ， 1972年， 33ベ

ーシ。

Ci注14) Lofchie, Michael F., The Policy Fae・

tor: Agricultural Peザ0門即neein Kenya and 

Tanza.nia, ポノレダー／ロンドγ／ナイロピ， Lynne 

Rienner /Heinemann Kenya, 1989年， 29ページ。

（注15) Leys，前掲著書， 58ページ。

（注16) Abrams，前掲書， 15ページ。

（注17) Gordon，前掲審， 184ページ。

（注18) Leys，前搭書， 65,104-105ページ。

（注19) 向上軍事 89, 91ページ。

（注20〕 Gordon，前掲議， 182ぺF ジ。

（注21) Leys，前掲書， 95ページ。

（注22) Maloba，前掲論文， 195ページ。

（注23) Gertzel, 前掲書， 129～137,150～151ぺ

帽－ ：.〆。

ケユ 7脱植民地過程における冨ーロ yパ人大農場部門の解体

（注24) 向上番 129～137, 150～151ページ。

（注25) Leys，前掲書， 93ページ。

（注26) Furedi，前掲書， 211～222ページ。

（注27) Leys，前掲怠 77ページc

（注28〕 同上書 92, 96ページ。

（注29〕 Hazlewood，前掲鼠32ページ。これとほぼ

同じ数値として， 1977年段階で混合農場の5伝のみが

外関入所有であった（Orwa,Katete，“Independent 

Kenya, 1963-1986，” Ochieng＇編，前掲番所収， 214

ページ〉。

（注30) Hazlewood，向上認，207ページ／Dinham;

Hines，前掲寄， 96ページ。

結語にかえて

1945～60年の植民地末期には，民族連動の高揚

というヨーロッバ人にとっての政治的危機のなか

で，ヨーロッパ人農業は経済的には，とくに混合

農場部門での経営形態の転換のもとで，繁栄期を

迎える。ヨーロッパ人農業の衰退を受けてアフリ

カ人農業が勃興してくるのではなく，ヨーロツパ

人農業の最盛期に政治的独立が日程にのぼってき

たといえる。 1950年代後半のアフリカ人小農農業

の重視は，ヨーロッパ人大農場の補完物としての

小農生産の振興に貢献したが，大農場に取って代

わる勢力にまで小農部門を拡大しなかった。同政

策によるアフリカ入居留区での小農育成は，土地

持ち層の農業経営基盤を安定化させ，独立後政権

を担う穂健派の民族運動の支持基盤を形成あるい

は強化した点で重要であったと推定される。

そして， 1961年以降にヨーロッパ人大農場の解

体が始まる。 1960年までのヨーロツパ人大農場

を，エスニツクかっ政治的側面ともいえる「ヨー

ロッパ人」と，経営形態という点ですぐれて経済

的側面である「大農場」という 2語じ分割して，

土地移転の問題を整理してみれば，政府による分

Zラ
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割形式の入植計画は，ヨーロッパ人および大農場

の両面で，これまでのヨーロッパ人大農場を解体

する試みであった。しかし，入植計画は次第に非

分割方式へと転換され，ヨーロツパ人という側面

での解体のみが重視されることとなる。一方，任

意売買による土地移転では，形式的には大農場の

側面は維持され，ヨーロッパ人の側面のみが解体

の対象となったが，実際には多様な形態になっ

た。 1960年代のヨーロッパ人大農場の土地移転に

よって，大農場は独立以降も継承されており，ま

た前者のヨーロッパ人の除去も達成されていたわ

けではない。さらに重要な点は，多くのヨーロツ

パ人大農場がそのまま温存されたことである。ケ

ニア脱植民地期におけるヨーロッパ人大農場部門

の解体とは，ヨーロッパ人入植者が達成していた

高い農業生産水準を維持することを制約条件とし

たホワイト・ハイランズのアフリカ人化であり，

その結果土地無し層への土地再配分は限定された

規模でしか実現されず，一方でヨーロッパ人大農

場の混存と，アフリカ人政治エリート等への土地

集積が発生したのである。製造業部門での多国籍

企業の進出，あるいはプランテーション企業の存

続は，ケニア資本主義が従属的であることの好個

の傍証とされる。

しかし，スクウォッタ一等への土地要求を抑圧

し大農場を存続したのは，単に政治エリートが，

自らも組み込まれた植民地経済体制の維持を図っ

たにすぎないためであろうか。大農場部門が1970

年代以降も小農部門に伍して市場向け生産を伸長

していること，同時に混合農場のみならずプラン

テーションにおいてもアフリカ人化が進行してい

ることを考慮すれば，大農場の存続を否定的にの

み評価する見解には疑問の余地がある。ロフチー

は，ケニアが相対的に農業部門で成果を挙げてき

26 

たのは，政治エリートが農業部門に権益を有して

いたためであると，アフリカ入所有大農場の存在

に一定の評価を与えている借り。

具体的には誰が大農場の所有者であり，いかな

る利潤をあげ，そしてはたして他産業に投資され

たのかという点がほとんど解明されていない。推

論の域を出ないが，大農場部門はケニアのアフリ

カ人エリートに非農業部門に投資しうる資本蓄積

をもたらしたのではあるまいか。 1960年代にはひ

とまずヨーロッパ入大農場の存続によって大農場

部門の維持を図り，徐々に大農場という経営形態

をアフリカ人の所有に転換していくなかで，小農

部門での土地集積からは望めないような資本蓄積

が可能になったのではないか。農業部門のみなら

ず非農業部門にも投下されるアフリカ人資本の出

自に関わる問題である。

スクウォッタ一等の切捨てという階級対立の側

面，あるいは大農場部門と小農部門の生産性比較

の側面からだけわずかになされてきたこれまでの

大農場部門の研究を深化させると同時に，大農場

所有と非農業部門への投資とを結合する，より広

い文脈での大農場部門の位置づけを問う新たな分

析が今後要請されよう。

（注1〕 Lofchie，前掲妻。

（アジア経済研究所海外調査員，

在ダノレエスサラーム〉

〔付記〕 本稿執筆のための資料収集に当たっては，

「社会・経済的諸条件の変化に対するアフリカ小農の

反応」研究（代表者矢内原勝庖議塾大学教授）に

関する平成元年度文部省科学研究費補助金（国際学術

研究〉による現地調査の機会を利用させていただい

た。記して，謝意を表したい。


	はじめに
	I 主要農業政策の変遷-1945～69年-
	II 大農場部門の生産動向
	III 大農場解体と存続の担い手
	結語にかえて

